
事業群評価調書（令和５年度実施）

1-3 黒島　孝子

3

① 16,537

② 1,842

③ 0

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 400人 400人 400人 400人 400人
400人
（R7）

実績値②
368人
(R元）

315人 617人 進捗状況

達成率
②／①

78% 154% 順調

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 67% ― 75% ― 80％
80％
（R7）

実績値②
63％
(R元）

62% ― 進捗状況

達成率
②／①

92% ― 遅れ

基準年 R3 R4 R5 R6 R7 最終目標（年度）

目標値① 93％ 95％ 97％ 100％ 100％
100％
（R7）

実績値②
89％
(R元）

90.9% 90.7% 進捗状況

達成率
②／①

97% 95% やや遅れ

施 策 名 安心して子育てできる環境づくり 事 業 群 関 係 課 （ 室 ）

県民総ぐるみの子育て支援

基 本 戦 略 名 長崎県の未来を創る子ども、郷土を愛する人を育てる 事業群主管所属・課(室)長名 こども政策局　こども未来課

　　　　　　　　　　指　標

②携帯電話所持の児童生徒のフィルタリング
利用率

　　　　　　　　　　指　標

③私立幼稚園・私立保育所・私立幼保連携型
認定こども園の耐震化率

１．計画等概要

（長崎県総合計画チェンジ＆チャレンジ2025　本文） （取組項目）

①子どもの笑顔があふれ、地域のしっかりとした絆の中で子どもを育んでいけるように、県民総ぐるみで「コ
コロねっこ運動」に取り組みます。
②SNSやオンラインゲームなどの長時間利用による弊害やネットトラブルなどから子どもを守り健全に育てて
いくために、学校・家庭・地域が一体となり、その対策に取り組みます。
③乳幼児が一日の大半を過ごす生活・学習の場である保育施設等の安全を確保するため、周辺道路等の
交通安全対策の推進、新たな感染症に対応した保健衛生対策の強化など、幼稚園・保育所・認定こども園
の安全対策を推進します。

ⅰ）家庭の日の普及・啓発（事業群①）
ⅱ）子どもの健やかな育ちを支えるためのココロねっこ運動の更なる推進（展開）（事業群①）
ⅲ）長崎っ子のためのメディア環境協議会の取組強化（事業群②）
ⅳ）メディア安全指導員を養成し、指導員による講習会を実施（事業群②）
ⅴ）ネット・メディアの遊びとしての使用ルール「ながさき基準」の普及・啓発（事業群②）
ⅵ）携帯電話を所持する児童生徒に対するフィルタリング利用の啓発（事業群②）
ⅶ）有害図書類の販売制限、立入調査（事業群②）
ⅷ）未就学児の園外活動時の安全対策の推進（事業群③）
ⅸ）保育施設等における保健衛生対策の強化（事業群③）
ⅹ）未耐震化施設への耐震化に向けた働きかけ（事業群③）

　　　　　　　　　　指　標 （進捗状況の分析）

①家庭の日ワークショップの参加者数

①家庭の日ワークショップにより、子どもを中心とした家族で過ごす時間
の大切さだけでなく、子育てに役立つ情報や子育ての悩みの共有など子
どもの健やかな育ちを支える活動ができている。令和4年度は民間との連
携したワークショップなどにより、参加者数は目標を達成した。今後もワー
クショップへの参加を促し、配付物の数も増やすことで県民運動である「コ
コロねっこ運動」周知啓発を進め、県民総ぐるみの子育て支援に力を入れ
ていく。
②県内の小・中・高校生のフィルタリング利用率は、H29:67％、H30:66％
R1：63％、R3:62％と停滞傾向にある（R2年度より隔年調査）。携帯電話端
末を新規に購入する場合、販売事業者でのフィルタリング有効化措置の
必要性等の内容説明を条例で義務化しているが、例外規定により保護者
がフィルタリングを利用しない旨の申出書を提出する場合もある。小学生
の携帯電話所持率も増加しているので、目標達成に向け、長崎県メディア
安全指導員による講習会において、フィルタリング設定の啓発を必須化す
るとともに、今後さらに携帯電話販売店との協議、保護者・教育関係者へ
の研修等、関係機関との連携を進めていく。
③老朽化した施設の耐震化工事や建替は一定進んでいるが、耐震化工
事には多額の費用を伴うことから工事に着手できていない法人もあるた
め、耐震化の働きかけや補助制度の案内等を行うことで、耐震化率100%
を目指していく。

子どもを取り巻くインターネット・電子メディア等環境対策の推進

事
業
群

保育施設等の安全対策の推進

事 業 群 名 令 和 ４ 年 度 事 業 費 （ 千 円 ） 　※下記「２．令和４年度取組実績」の事業費（R4実績）の合計額



R3実績

R4実績

R5計画

15,849 15,739 5,453 【活動指標】 400 315 78%

15,856 15,746 5,357 400 617 154%

15,880 2,742 5,401 400

【成果指標】 6,103 6,112 100%

6,153 6,260 101%

― ― ― 6,203

2,111 1,578 5,453 【活動指標】 120 109 90%

1,842 1,357 5,357 120 104 86%

3,847 3,254 5,401 120

【成果指標】 100 95 95%

100 95 95%

― ― ― 100

751 751 7,790 【活動指標】 数値目標なし 14 ―

681 681 7,790 数値目標なし 20 ―

960 960 4,629 数値目標なし

100 98 98%

100 96 96%

― ― ―

R5-：有害図書の区分
陳列実施店舗数/立
入店舗数(有害図書
類販売店)(％)

91

11,113 13 1,558 【活動指標】 2 1 50%

0 0 1,530 2 0 0%

2120 20 1543 1

【成果指標】 95 88 92%

95 89 93%

― ― ― 95

達成率

R4目標 R4実績
事業実施の根拠法令等

２．令和４年度取組実績（令和５年度新規・補正事業は参考記載）

中
核
事
業

事
業
番
号

取
組
項
目

事務事業名

事業費　(単位:千円） 事業概要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

令和４年度事業の成果等

うち
一般財源

事業期間 法令による
事業実施の
義務付け

県の裁量
の余地が
ない事業

他の評価
対象事業

(公共、研究等)
R5目標

所管課(室)名 事業対象

人件費
(参考)

令和４年度事業の実施状況
（令和５年度新規・補正事業は事業内容） 主な指標

R3目標 R3実績

○ 2

取組
項目
ⅲ
ⅳ
ⅴ
ⅵ

長崎っ子の未来をひらく
メディア事業

乳幼児の保育・教育関係者へ向けて乳幼児期とメディアにつ
いての研修会を行い、受講者から同僚・保護者等へ情報発信し
てもらうことで、メディアとのよりよい付き合い方についての周
知・啓発を行った。また、子どもや保護者のメディアリテラシーの
向上や、ネットの有害情報から子どもを守るため、メディア安全
指導員を学校や公民館などに派遣した。

○ 1

取組
項目
ⅰ
ⅱ

ココロねっこ運動推進事
業費

ココロねっこ指導員・推進員による「ココロねっこ運動」や「家庭
の日」の啓発及び運動の輪の拡大を図った。また、長崎県青少
年育成県民会議と連携して、ココロねっこ広場などのイベントの
場を設定し、「家庭の日」の啓発活動を行った。

長崎県子育て条例

H13-

●事業の成果
・秋頃までの新型コロナウイルス感染症の影響
により、乳幼児保育教育関係者の参加者数は目
標値に及ばなかったが、研修内容が大変好評
で、受講者から同僚・保護者へ情報発信してもら
うことができた。
●事業群の目標達成への寄与
・受講者が各施設等で保護者や同僚へ向けて情
報発信してもらうことで、職員や保護者のメディ
アリテラシーの向上に寄与した。

幼児教育関係者研修
会の受講者数（人）

―
R3-5 幼児教育関係者研修

会受講者による普及
活動の実施率（％）こども未来課 一般市民・関係団体

こども未来課 一般県民、関係団体

●事業の成果
・イベントの実施や指導員・推進員による啓発な
どにより、目標を上回る参加者数、登録団体数と
なり、多くの県民にココロねっこ運動等を普及で
きた。
●事業群の目標達成への寄与
・家庭の日の啓発やココロねっこ運動の登録を
呼びかけることにより、県民総ぐるみで子育てを
する機運を高めることができた。

家庭の日ワークショッ
プの参加者数（人）

ココロねっこ運動登録
団体数（件）

こども未来課 少年補導委員、立入調査員（県、市町）、図書販売業者等

●事業の成果
・立入調査員による図書類販売店舗に対する立
入りを実施し、有害図書の区分陳列が適切でな
い店舗に対しては指導を行い改善を行った。
●事業群の目標達成への寄与
・少年が有害図書類や有害がん具類を購入しな
いよう販売店に対する指導を行うとともに、携帯
電話会社にはフィルタリング利用の説明を必ず
行うよう指導を行い、有害環境浄化活動に寄与
した。

有害図書類の指定
（冊）

○ 3
取組
項目
ⅶ

非行防止・環境浄化対
策費

少年補導センター等の補導活動等を支援し、少年非行を未然
に防止した。

少年保護育成審議会への諮問を経て有害図書類を指定し、告
示等により広く県民に周知するとともに、事業者等に通知するこ
とで、少年への有害図書類の販売等の防止を図るほか、立入調
査員に対し、適宜研修や資料の提供を行うことにより、より実効
性のある立入調査を実施することで、区分陳列の徹底を図っ
た。

長崎県少年保護育成条例第21条
H6-

【成果指標】
R3-4：有害図書類の
区分陳列度（％）

こども未来課 私立幼稚園

○ 4

取組
項目
ⅷ
ⅸ
ⅹ

幼稚園耐震化緊急整備
事業費

長崎県私立幼稚園耐震補強工事費補助金を活用し、耐震補
強工事又は耐震化のための改築工事費の助成を行うもの。（県
継足補助1/6又は1/3）

私立学校施設整備費補助金（私立幼稚園施設整備費）により
文科省からの補助を受ける事業者で、工事内容が「耐震補強」
の場合、本事業の対象となる。

令和4年度については、上記補助金の交付を受けた事業者が
0園（0件）であった。

●事業の成果
・前年度に補助金活用の希望や予定があった施
設の補助金の活用がなかったため、実績は0件
であったが、他の国の補助金活用により耐震化
を伴う工事が行われたため、整備建築物に対す
る耐震化について一定の成果に繋がっている。
●事業群の目標達成への寄与
・耐震工事の実施には多額の費用を伴うことか
ら、耐震化に踏み切れない施設設置者もある
が、本事業の実施により、保育所等の安全対策
に寄与している。

幼稚園補強工事実施
棟数（棟）

長崎県私立幼稚園耐震補強工事費
補助金実施要綱

H21-
幼稚園耐震化率（％）



ⅰ

ⅱ 子どもの健やかな育ちを支えるためのココロねっこ運動の更なる推進（展開）

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅲ

ⅳ メディア安全指導員を養成し、指導員による講習会を実施

ⅴ ネット・メディアの遊びとしての使用ルール「ながさき基準」の普及・啓発

ⅵ 携帯電話を所持する児童生徒に対するフィルタリング利用の啓発

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅶ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

ⅷ

ⅸ 保育施設等における保健衛生対策の強化

ⅹ 未耐震化施設への耐震化に向けた働きかけ

●実績の検証及び解決すべき課題 ●課題解決に向けた方向性

・今後も保育・教育関係機関と連携を図り、園や学校でメディア安全指導員の派遣による講習
会の機会を増やすとともに、講演会ではフィルタリングの啓発を必須化する。また、携帯電話
販売店との協議、関係機関との連携を進め、ながさき基準や家庭のルール作りについての啓
発を進めていく。
・リスクの認識が低い層にも届くよう、各種媒体を活用した啓発を行う。

有害図書類の販売制限、立入調査

・立入調査を行う調査員自体に、有害図書類等の立入調査に関する知識不足が見受けられることがあり、調査員の知識を向
上させる必要性がある。

・市町の調査員による立入調査への同行などにより、立入調査等に関する知識を向上させる
と共に、有害図書類の販売店に対する指導等の徹底を図る。

未就学児の園外活動時の安全対策の推進

・重大事故や園活動における事故防止等の注意喚起を徹底するとともに、施設の耐震化については補助制度の周知など耐
震化の働きかけを行っているが、耐震診断や耐震補強工事については費用が高額であることから、着手できていない園があ
る状況である。

・引き続き事故防止の注意喚起を徹底するとともに、施設の耐震化については、施設設置者
に対し補助事業の活用などを促し、耐震化のための改修実施へと繋げていく。

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性
家庭の日の普及・啓発

・本課等主催の研修会・講座参加者の調査において、「家庭の日」の認知度はR4年度73％であり、強調月間における学校へ
の調査において教職員が率先して地域と連携した「ココロねっこ運動」を実践した割合も86.5％と一定の成果をあげている。
・今後更に、企業・団体等と連携し、「ココロねっこ運動」及び「家庭の日」の趣旨について、普及啓発を強化していく必要があ
る。

・引き続き関係各課や企業・団体等と連携し、ワークショップや連携企画を実施するとともに、
各地で青少年健全育成活動を行っている団体にも、ワークショップ開催やグッズ普及等につ
いて協力や新たな提案を求め、地域における具体的な普及啓発活動の実践を促していく。

長崎っ子のためのメディア環境協議会の取組強化

・メディア安全指導員の派遣はR4年度282回で、37,929人の児童生徒・保護者・教職員・地域住民に対し、フィルタリングの必
要性や家庭でのルール作りについて啓発を行った。子どもの携帯電話所持率が上昇しているが、フィルタリングの利用率は
啓発が十分に行き届いておらず横ばいであるため、今後もフィルタリングやペアレンタルコントロール（子どものスマートフォン
等の使用状況を保護者が把握したり、安全管理を行ったりするしくみ）の有効性について啓発し、子どものメディア環境改善
を進める必要がある。
・各種講習会を実施しているが、インターネット・電子メディア利用に伴うリスクの認識が低い層に届きにくいという課題があ
る。

４．令和５年度見直し内容及び令和６年度実施に向けた方向性
中
核
事
業

事
業
番
号

取
組
項
目

事務事業名
令和５年度事業の実施にあたり見直した内容

令和６年度事業の実施に向けた方向性

事業期間 事業構築
の視点

見直しの方向

改善

H13-

こども未来課

見直し区分
所管課(室)名 ※令和５年度の新たな取組は「R５新規」等と、見直しがない場合は「―」と記載

○ 1

取組
項目
ⅰ
ⅱ

ココロねっこ運動推進事
業費

市町、他課、関係団体・企業と連携した「家庭の日」イベントや
SNS等による周知啓発活動を行っている。

各地のココロねっこ指導員・推進員による講習会や、関係企業・
団体等への働きかけにより、登録団体の増加を図っている。

④
ながさき子育て応援の店、ながさき結婚・子育て応援宣言や市町の登録制度等と連

動し、ココロねっこ運動の登録団体のさらなる増加を図る。



取組
項目
ⅷ
ⅸ
ⅹ

幼稚園耐震化緊急整備
事業費

― ―
耐震化未実施の施設に対し、私学業務会計指導検査で施設を訪問する際等に、引

き続き補助事業の内容を説明し活用を促すとともに、認定こども園への移行を含め、
安全な施設への改修等を促す。

○ 3
取組
項目
ⅶ

非行防止・環境浄化対
策費

― ―
引き続き、有害図書類の指定・周知及び販売店への区分陳列に関する指導を徹底

し、少年の健全な育成を図る。

R3-5

こども未来課

○ 2

長崎っ子の未来をひらく
メディア事業

メディア事業をココロねっこ運動の一環と位置付け、ココロねっこ
指導員による巡回説明でもメディア環境改善の啓発を行ってい
る。

また、メディア講習会等を通じ、フィルタリングに加えペアレンタ
ルコントロールについても、保護者や児童生徒に対して有効性・必
要性への理解を深め利用率の向上を図っている。

インターネット・電子メディア利用の低年齢化に伴う弊害の啓発・
対策の普及など、新しい課題に対応できるよう、メディア安全指導
員の養成や専門性の向上を図る研修会を行っている。

⑨

引き続き、メディア安全指導員の養成と専門性向上、学校や地域等での講習会の実
施、幼児教育や母子保健等の関係者への研修会の実施、マスメディア等を活用した
広報などにより、インターネット・電子メディアの利用に伴う発達への弊害や非行・犯罪
等に関するリスク、フィルタリング利用等の有効な対応策などについて、周知啓発を行
う。

さらに、教育庁、県警本部、県民生活環境部等と連携し、ネット誹謗中傷対策など、
ニーズの高い課題への対応に取り組む。

注：「２．令和４年度取組実績」に記載している事業のうち、令和４年度終了事業、100%国庫事業など
で県の裁量の余地がない事業、公共事業評価対象事業、研究事業評価対象事業、指定管理者制
度導入施設評価対象事業については、記載対象外としています。

【事業構築の視点】

①　視点①　事業群としての成果目標に対し、特に効果が高い事業の見極め、 事業の選択と集中ができているか。
②　視点②　指標の進捗状況に応じて、その要因分析及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に近づけるための
　　工夫を検討・実施できているか。
③　視点③　人員・予算を最大限効果的に活用するための事務・事業の廃止・見直しができているか。
④　視点④　政策間連携により事業効果が高められないか。事業群としてリーダーの明確化、関係課の役割分担・
　　協力関係の整理ができているか。
⑤　視点⑤　県と市町の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑥　視点⑥　県と民間の役割分担・協力関係の整理・認識共有ができているか。
⑦　視点⑦　戦略的に関係者の行動を引き出せているか。
⑧　視点⑧　国制度等の最大限の活用が図られているか。国へ政策提案（制度改正要望）する必要はないか。
⑨　視点⑨　経済情勢等、環境の変化に対応した効果的・適切な見直しとなっているか。
⑩　その他の視点

現状維持

H6-

こども未来課

○ 4 現状維持

H21-

こども未来課

取組
項目
ⅲ
ⅳ
ⅴ
ⅵ

改善


